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地域か ら持続可能な社 会 をつ くる

諸 富 徹(京 都大学)

京都大学の諸富です.ど うぞよろしくお願い

します.岡 部先生 と宗田先生が 「公共空間を人

の手に取 り戻す」 ということをおっしゃってお

りましたが,最 後の方のお話が とても印象に残

っています。欧州サステイナブル ・シティの試

みが果た して うまくいったのか という点か らい

くつかの反省が起 きて きています。日本の方が

可能性があるとい う事 も言えるのではないで し

ょうか.実 際,京 都市などで行われている取 り

組みはかな り先進的であるといえるのではない

かという印象を持ちました.私 か らの話はレジ

ュメに沿って進めてい きたい と思います.

この論文(「 地域か ら持続可能な社 会をつ く

る」『世界』2002年7月 号)は 昨年何人かの院

生 とともに ヨーロ ッパ で現地調査 を行った結

果,そ こで行われている取 り組みが非常にすば

らしいと感激 を覚えて しまい,そ の印象が鮮明

な時に書いた論文なので,ヨ ーロッパを持ち上

げす ぎて日本 を過少計価 しす ぎている傾向に陥

っているかもしれ ません。

地球 サ ミッ ト後の10年

日本の 自治体 に焦点 を当ててお話 しますが,

自治体の環境政策 を考えるうちにい くつかの間

題が浮かび上がって くると思い,こ の論文を執

筆 しました.地 球サ ミッ ト後の10年 の間,と り

わけ地球温暖化の問題では京都議定書が 日本で

は批准される事が決まった一方,ア メリカのよ

うに離脱する国も現れました.日 本ではこの間,

京都 メカニズムの詳細 など,テ クニカルな面で

は熱心な議論が行われて も,脱 温暖化社会へ向

けて社会構造 をどう変 えるかについては,充 分

議論が行われてきませんでした.一 方 ヨーロッ

パでは環境対策は地域か ら進んでいっていると

いう現実があ ります。 日本では,自 治体 の環境

政策が何 だったかという事 を考えると,も とも

との出発点が公害問題 にあるために汚染物質の

排出 をその出Hで いかにおさえるか とい う発想

が中心で した.し か し,地 球温暖化対策を考え

ると,交 通政策や都市計画,自 然保護 などを,

総合的にとらえて従来の環境政策と統合 して行

う新 しい環境政策のあ り方が今後は重要になっ

てきます.

地方 自治体に とっての新 しい課題

次に既存自治体 にとっての新 しい課題につい

てですが,な ぜ ヨーロ ッパで地域か らの取 り組

みが活発 に起こって きたかということに着目す

る必要があると思い ます.一 つには,補 完性原

埋といつラ最近U本 において も仏力、り娼のて さ

た考え方で,地 方分権の根拠 となる考 え方です。

これは もともとキリス ト教の社会哲学に起源を

持ちます.プ ロテス タンティズムの流れか ら,

当時の絶対王政に対抗 して個人の信仰の 自由を

出発点 として,ボ トム ・ア ップ型の社会構成原

理を構想する考え方が現れました.こ れが現代

において本格的な議論 になったのは,欧 州統合

に伴って欧州委員会 と国民国家が どうい う関係

にあ るべ きか という議論が行われるようになっ

て以来です.欧 州委員会がEU指 令 とい う形で

決定 してしまったことは,国 内法を制定 して実

施す る義務が加盟国にはあ ります.そ の結果,

加盟国の自由度が制約 されるようになってきま

した.そ のような中で,い かにして国家の主権
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を守るかという事が問題になってきました.ま

た,単 に国家対EUと いう問題だけではな く,

国家の枠 内でも州,市 町村 との関係で補完性原

理 は問題とな ります.市 町村か ら,ま たは地域

住民から積み上げて社会構成原理 を考えてい く

過程は重要なものであ ります.地 域か らの取 り

組みが必要なもう一つの理由はいわゆる社会実

験,政 策実験が必要だという点にあ ります.先

ほど岡部先生が言及 されていた,都 市間ネッ ト

ワークはこの点で非常に重要です.欧 州におい

ては研究者や官僚が政策形成において国を超 え

たネットワークを持っています.そ の中で政策

情報が循環 してお り,成 功例 と失敗例が広 く知

られ,情 報の共有化が進んでいます.そ のため,

ある地域で行われた成功的政策を他の地域にも

取 り入れ ようとい う試みが広 く行われてい ま

す.日 本においてもユーロシテ ィにおけるよう

な自治体連携 が行われればよい と思 うのです

が,な かなかで きないのが現実の ようで,市 町

村会や知事会 といったものがあるようですが,

国に対 して 「要望」 はして も,都 市間で水平的

に連携 して国と交渉 してい くという動 きはなか

なかない ように私には思えます.

「持続可能 な発展 」 とは何 か を改 めて

考 える

それか ら三番 目に持続可能な発展 という点 な

のですが,持 続可能 な発展 というのは地球サ ミ

ット後に広まった概念なのですが,こ れについ

てはすべての人に共有される,統 一 した概念が

ないように思われます.一 つだけ言えば,自 然

ス トックが通時的にそのス トック水準を維持す

ることだという解釈 も成 り立つ と思います.で

も,そ れだけでは不充分であ りまして,抽 象的

なこの概念 を具体化 してい く過程で欧州委員会

や世界銀行でさまざまな議論や研究が行われて

きました.特 に欧州においてはローカルァジェ

ンダ21の 精神を具現化す るために,1994年 に

「オールボー憲章」 を策定 しました.日 本にお

いて もローカルアジェンダ21の 策定が進められ

ていますが,自 治体か らの自発的な動 きではな

く,国 の誘導によるものであ ります.そ の上,

策定 されたローカルァジェンダ21の 見直しとい

うものは行われてお らず,塩 漬けされた状態に

なっている自治体が多いと聞いています.住 民

参加の上で,ロ ーカルァジェンダ21を 策定して

それを運営 してい く事が求め られてますが,現

実にはそうでない場合が多いようです.欧 州の

場合は逆 に,こ のローカルアジェンダ21の 採択

を地球サ ミッ トの準備会合で働 きかけたので

す.と いうのは,も ともとアジェンダ21の 草案

にローカルアジェンダ21に 対応するような項目

は入っていませんで した.そ れは地球サ ミット

とい うものが国家代表が集まる場所 なので,地

域か らの発想を必要 としていなかったか らでし

ょう.そ こで,後 々国 際環境 自治体協議 会

(ICLEI)の 幹部が絶対 に入れるべ きだとして,

地域からの発想の重要性を強調 し,ロ ビイング

を行って,よ うや くアジェンダ21の 第28章 に

組み込 まれたわけです.彼 らはそうやって,い

ったん国連文章に自らの要求を入れ込んで,今

度は欧州 または国内において 自らの仕事を進め

てい く際に,も うこれはアジェンダ21と いう国

連文章に定められた ものだか ら,促 進 していき

ましょうという流れを作っていきました.彼 ら

の場合,自 らの発想が国連文章によって正当化

された事で,自 らの仕事が進めやす くなり,さ

らに日本に比べ て1歩 も2歩 も進んでいきまし

た.日 本においては,ロ ーカルアジェンダ21は

外か ら与 えられたもので,自 らが要求して勝ち

取ったものではないために,欧 州とは取 り組み

の熱心さにおいて差が出て しまうのでしょう.

サ ス テ イ ナ ブ ル ・シ テ ィの政 策 体 系
― フライ ブル ク

それか ら次にサステイナブル ・シテ ィの政策

体系についてですが,去 年行ったフライブルク

での調査 の内容 について簡単にお話 します と,

地域エネルギー政策が 中心 となってお りま し

て,こ れは1970年 代の反原発運動の発祥の地で
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あることか らきてい ます.そ の上で彼 らはエネ

ルギー政策の三本柱 としてエネルギー効率を高

める事,省 エネルギー,再 生可能エネルギーの

促進 を主張 しました.特 に脱原発について言う

と,当 初フライブルク市消費電力の原発依存率

が60%だ ったのを30%に まで減 らしました.そ

れか ら,再 生可能エネルギーの普及については

太陽エネルギーの促進を図ってきました.そ れ

だけでな く土地利用政策,雇 用政策,環 境政策

を統合 して進めていった結果,96年 には環境関

連産業で雇用者数が1万 入に達 し,な おかつ環

境産業の生み出す付加価値は,フ ライブルクの

GDPの6%を 記録 しました.こ れは決 して小さ

な数字ではな く,今 後日本もこの方向に進んで

いかざるをえな くなるだろ うと考えられ ます.

ただこの点について,日 本政策投資銀行の杉原

さんの話を聞いていると,フ ライブルクでこの

ような試みがで きるのは,あ る特殊 事情がある

からだそ うです.実 はフライブルクという町は,

大部分の人が近隣のバーゼル市に働 きに出てお

り,ま た,バ ーゼル市というのは化学をはじめ

とする重化学工業が発達 しているので,か な り

の雇用はバーゼ ル市 に依存 していることから,

「汚いもの」はすべてバーゼル市に,フ ライブ

ルクは 「いいとこどり」 だけをしているといわ

れています。ここはなかなか難 しいところで,

人口20万 人のフライブルク市が 「サステイナブ

ル ・シティ」 として有名になれたのも,雇 用確

保で きる大 きな都市が近 くにあったからとも言

えます.フ ライブルクだけで自立 した都市でな

い以上,フ ライブルク市の成功を割 り引いて考

えなければならないのか もしれません.

持続可能な発展と環境自治体経営

そこで最後に5番 目の話 として,環 境 自治体

の経営の重要性 を感 じます.自 治体経営 につい

てはそれ こそ松下圭一さんがかつてシビルミニ

マム とい う事を唱えまして,都 市政策の目標は

こうだという方向性 を唱えました―その後いろ

いろ議論があ りまして,宮 本憲一さんもシビル

ミニマム論を次の点で批判されました.つ まり

環境制約を考えないで,高 度成長を前提 に福祉

水準 を上げてい く,し か し無限に福祉水準を上

げていくことは可能だろうか という問題提起が

第一点,そ れから,都 市税財政の問題を考えて

みると,福 祉水準をどんどん引 き上 げていった

結果 は財政制約 にぶつか ります。この制約の中

でシビル ミニマムをどう実現 してい くのか とい

う課題が本来,都 市経営の中で考えられなけれ

ばならないのです.実 際,オ イルシ ョックの時

に税収が落ち込んで革新 自治体 は次 々に財政危

機に見舞われ,退 潮 してい きました.し か し,

後か ら出て きた都市経営の手法ではうま くいっ

たのか というと,鈴 木都政に代表 されるように,

財政再建を成 し遂げたように見 えて再び大規模

な公共事業をた くさんやって財政的 に苦 しくな

って足元 をす くわれ るとい う結果 にな りまし

た.今 後 自治体は,環 境 自治体経営 とい う形で

新 しい 目標設定を図ってい く必要性があるので

はないでしょうか.こ の事 について深 くは話 し

ませんが,た とえばフライブルクという街 を調

査 していて面 白い と思った事はエ ネルギーで

す。 自治体が公営企業を使ってエネルギー政策

を行っています.フ ライブルクでは 「バーデノ

バ」という総合的なエネルギー会社で天然ガス,

水道,電 力,下 水道,ガ スなどすべてを供給 し

てい ます.実 は,そ こで得た収益 を,市 は交通

政策の財源にまわしています.彼 らがやってい

る交通政策 というのは路面電車,市 電網を張 り

巡らしてい くわけですが,ど うして もこれは経

営的に赤字になって しまいます。赤字 をどこで

補填す るか というと,通 常 日本では一般財源か

ら補填 しますが,フ ライブルク市においてはこ

の総合エネルギー会社の黒字か ら赤字分 を補填

しています.か つてこのエネルギー会社 は完全

公営 企業でフライブル ク市がIOO%株 式 を保有

する会社で したが,電 力 自由化で競争が激 しく

なってきます と,小 さな公営電力会社はどんど

んつぶれていきました.フ ライブルクではどう

して も公共 的な電力会社 を残 したい とい う事

で,周 辺の自治体 と共同で新会社 を作 りまして
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株式の51%を 自治体連合が保有 し,49%を 民間

が保有す る形を とったわけです.こ うして自治

体連合側が意思決定の権限を握 る事でこの会社

はたんに利潤追及にのみ走るのではな く,第 一

に,公 益的な使命である安定的なエネルギー供

給,第 二 に,次 世代のため環境 によい再生可能

なエ ネルギーを促進 してい く事,第 三に,効 率

的なエネルギーの管理を行うことを約款のなか

に盛 り込んでいます.つ まり市全体 としてうま

く公営企業を用いて財源調達を しながら,持 続

可能な社会の実現に向けての政策を可能にする

制度的な枠組みを作 り出しているのです.サ ス

テイナブル ・シテ ィとは,言 葉上ではイメージ

がいいのですが,そ れを実現 していくための税

財政 システムを しっか りと作っていかなければ

な りません.そ して,そ のための都市経営のあ

り方 を構想 していかないと実現で きないと思い

ます.ド イツで実施 されているような財源調達

手法の導入は,日 本ではなかなか難 しいと思い

ますが,日 本における一つの実現可能性 として

は,地 方環境税が挙 げられます.し かし税を一

つ作るのは大変 な摩擦があ ります.地 方環境税

における合意形成のためには,度 重 なる説明会

やシンポジウム といった行政職員の多大な努力

が必要です.地 方環境税においてはこの合意形

成のプロセスが大変重要 とな ります.現 在神奈

川県では下流 に住む市民が上流域の森林を守 る

ための費用負担の仕組み を,「 水源環境税」 と

いう形で実現で きないか,検 討されています。

合意形成のために県民会議 というものを作って

はどうか という提案 も挙がっています.い わゆ

る法定外 目的税 として導入することが想定 され

ているわけですが,普 通 は目的税を作って しま

うと,市 民だけでな く議会でさえもタッチでき

な くなって しまい,使 途 はすべて官僚によって

決め られて しまいます.そ こで,こ のような弊

害を抑えるため,森 林保全プロジェク トをきち

んと実施 し,そ の結果を評価 し,税 の使途が正

しく使われているかチェックし,次 の予算過程

に市民会議の意見を反映するような仕組みを作

れないか というアイディアなのです.地 方環境

税 という取 り組みを通 して,ゆ っくりではある

が日本において も地域から持続可能な社会への

取 り組みが促進されていけば,と 思います.
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